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中国 ・自転車産業 の ビジネス シス テム変革

天津の事例にもとつ いて一

駒 形 哲 哉

天津では,か つて 「飛鵤」ブランドで全国に名を馳せた国有企業集団が域内生産

を一手に担い,全 国でも主要な自転車産地の一つとなっていた。 しかし,1990年 代

に,国 有企業集団は経営不振により事実上解体し,企 業集団内でほぼ完結した生産

組織は,独 立した多数の経営体間,工 程間での分業にもとつ くものに再編された。

国有企業集団の解体は,ま さに市場経済化を進める制度改革の矛盾の集約的あらわ

れともいえるが,国 有企業集団から拡散した人的資源は産業再編の重要な担い手と

なった。そして 「飛鵡」自転車の再生は,過 去の負債や諸負担を既存会社に残して

設立 した別会社によって,再 編された産業組織に依拠する形で実現された。他方,

既存会社は生産機能を放棄 し,保 有資産の運用や別会社からのブランド使用料収入

により負債や諸負担を処理 していく役割を担っている。

キー ワー ド 自転車,天 津,飛 鵡,国 有 企業

は じ め に

中国の計画経済から市場経済への体制移行は,そ れを担うミクロの主体である企業の経営

システム,な らびにそれによって構成される産業組織の変革を伴って進行 している。筆者に

与えられた課題 は表題のとお りだが,こ こではその意味を広 く解釈 し,個 別企業の経営活動

の反復を基本に置 きつつ,そ れによって織 り成される産業組織のありようまでを視野に収め

た概念 として,産 業の 「ビジネスシステム」をとらえる。

そのうえで,本 稿では天津の自転車産業 を事例 として,計 画経済か ら市場経済への体制移

行期における産業の 「ビジネスシステム」の変革について,国 有企業の発展 と衰退,プ ラン
1)

ド自転車の再生に焦点を当てつつ論ずる。需要構造の変化に対する,国 有企業の制度改革 と

産業全体の制度改革 との不均衡な展開が,産 業の 「ビジネスシステム」の変革 を導いたので

ある。
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1天 津における自転車産業の形成 と発展

1。1天 津自転車産業の起源

天津の 自転車産業は,完 成車メーカーとしては1936年 に元軍人の日本人が設立 した 「昌和

工廠」を起源 とする(天 津市自転車工業会秘書処編2003,p,6)。 また,こ れに先だつ1929年

には,地 場工場がクランク軸,チ ェーン等のコピー生産 を開始 し,そ して,日 本の敗戦から

新中国成立までの間,補 修用部品を生産する作業場が数十軒形成 された。

1,2新 中国成立後の天津 ・自転車産業

「昌和工廠」は,日 本の敗退以後,国 民党経済部,次 いで天津市軍事管制委員会に接収 さ

れ,こ れが後に 「飛鵡」プ ランドを生産する国営の 「天津 自転車廠」 となった。そ してこの

企業において,外 国製自転車 を分解 して研究することを皮 きりに国産 自転車の開発 ・技術向

上 と増産が図 られていった。

他方,民 営の零細部品メーカー も多数成立 した。これ らは1956年 に合併集約 され,そ れ ら

を統括する 「天津市車倶工業公司」が設立された。62年 にはその傘下に完成車メーカー 「天

津自転車二廠」が設立 された。翌63年 には天津 自転車廠が 「天津市車倶工業公司」の傘下に

入 り,自 転車産業は一つの組織に統合された。1965年 には 「天津市車倶工業公司」は 「自転

車工業公司」と改め られて,市 の第一軽工業局に隷属することとな り,60年 代後半には 「自

転車工業公司」の下に二つの完成車メーカーと十数社の部品メーカーを擁する内製体系が完

成 した(天 津市自転車工業会秘書処編2003,pp.7-8)。

1.3「 三廠鼎立」の下での部品メーカーの発展

1970年代末以後 も幾度かの企業再編を経て,1986年,「 自転車工業公司」が解消され,11の

部品工場から構成 される 「飛鵠 自転車部品総廠」が設立 された。これにより,完 成車工場で

ある 「天津自転車廠」,「天津 自転車二廠」と部品サプライヤーである 「飛鵤自転車部品総廠」

の3社 が,第 一軽工業局の傘下 に直接置かれ ることとなった。

「飛鵡 自転車部品総廠」 と完成車メーカーとの間の部品の発注 ・供給は基本的に第一軽工

業局内の 「自転車処」で調整 されることになった。この改組以後,「飛鵤 自転車部品総廠」は,

両完成車工場への部品供給を保障すれば,残 りは他へ販売することが可能になった。部品メ

ーカーの生産意欲が高 まった結果,「飛鵤 自転車部品総廠」成立から1,2年 で,多 くの部品

供給能力が,完 成車工場の生産能力600万 台を大 きく上回る800～1000万 台分以上になった。

この部品生産能力の拡大に際 しては,郷 鎮企業への工程加工委託が行われた。'



中国 ・自転 車産 業の ビジネス シス テム変革 65

1、4「 飛鵠自転車集団公司」の成立

1986年 の 「三廠鼎立」は,行 政機関の下部組織であった 「自転車工業公司」を解体 して,

傘下のメーカーの自立性 を高め る試みの一つであったが,88年 に 「飛鵡 自転車部品総廠」は

解消され,「 飛鵡 自転車集団公司」の指導下に,「天津自転車廠」と 「天津自転車二廠」,各種

部品メーカー,そ の他販売 ・輸 出入企業等が属する,事 実上の単一経営体体制に回帰 した。

当時は,国 家所有 を前提に,企 業集団に自主権 を与え,集 団内部で各種調達 ・生産 ・販売の

管理や調整を行なうことが合理的であると考えられていたようだが(天 津経済年鑑編輯委員

会1989,pp.210-211),こ れは,要 素市場・商品市場が発達 していない状況の下では一定の意

味をもった と考えられる。

1988年 に,天 津の自転車生産台数は全国最多の667.75万 台(資 料によっては66ユ.25万台)

に達 し,全 国市場 と50余の国 ・地域に製品が販売された。1990年 以前,自 転車産業は政府に

より天津市の重点発展支柱産業 とされ,そ の最盛期 には天津市第一軽工業系統の生産額の半

分,全 工業系統の生産額の6分 の1を 占めた(天 津市自転車工業会2005a,p.157)。1980～90

年の間,天 津市政府 も主力ブラン ドである 「飛鵤」(天 津 自転車廠製造)と 「紅旗」(天 津自

転車二廠製造)の サポー トのために技術改造 ・インフラ建設資金 を2.2億 元投入 した(劉 剛

"一 △,'

ノ 干 口 干 干 巾3中 口■ノ

項目＼年 1978 1980 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996

都市部保有台数 重8L97 26L55 290.44 322.98 336.89 327.ξア 340.53 338.79 詔3.50 348.62 378.29 379.51 386.σ9

農村部保有台数 87.94 160.13 170.75 199.63 218.41 232.76 255.82 245.54 265.41 286.31 274.55 267.99 255.83

保有台数合計(万 台) 259.91 421.67 461」9 522.61 5面.31 560.23 596.36 584.43 598.91 鰯.93 652.84 647.50 64L93

都市部保有増減 79.57 28.90 32.渕 13.91 一9.43 13.07 一1
.75

一5
.28 15」2 29.67 L22 6.58

農村部保有増減 72」9 10.62 28.98 18.79 14.34 23.06 一10
.18 19.77 20.90 一1L76 一6

.56
一12

.16

合計増減 151.76 3952 6L42 32.70 4.92 36.13 一II
.93 14.49 36.01 17.91 一5

.34
一5

.57

都市部購入台数(万 台) !6.15 2829 27.69 33.10 37.08 n.a 肱a 肱a 17.54 19,婚 23.30 25.30 20.64

1台 当たり購入価格(元) 159.33 155.55 161.28 197.39 213.58 n,a n,a na n忍 n.a 【La n.a n.a

全国生産台数(万台》 3235.003570.004091.004122.003672.00 3141.003627.004084.004158.004365.004474.003361.00

天津生産台数(万 台) 225.17 293.24 563.17 590.13 640.54 667.75 622.61 536.69 474.23 457.40 353.81 483.00 576.36 472.32

:飛鵡集団 563.ユD 590」3 640.54 661』0 6ユ2.30 526.30 450.00 436.80 366.06 322」5 252』D 104.00

生産増減 68』7 269.93 26.96 50.41 27.21 一45.14 一85,92 一62.46 一16.83 一1{B5§ 129.19 93.36 一104.04

輸出台数(万台) 12.go 19.82 50.15 66.73 77.02 2.80 11.20 15.00 23.00 20.00 8.oo ILa n.a iLa

小売台数(万台) 2LOO 24.00 77.32 78.45 77.87 83.93 67.12 32.74 33.97 35」0 30.90 臨a n.a n,a

内貿買付台数(万台) 210.00 266.oo 474.08 407.25 386.35 375.60 269.70 178.56 117.87 14039 n,a n.a n.a 口.a

国内移出台数(万台) 195.00 242.oo 403.89 325.61 297.21 297.87 21LOO 142.35 117.13 10LO8 nLa 且a n.a KLa

移出増減 47.oo 161.89 一78.28 一28.40 0.66 一86.87 一68.65 一2522 一16,05 ILa n.a n,a n.a

国内移入台数〔万台) LOO 2.σσ 4.28 2.90 3.35 3.4D 2.66 1.41 D.98 L80 lM 冗 、a n.a n.a

国内供給:生 産一輸出 212.27 273.42 513.02 523.40 563.52 6餌,95 611.41 52L69 451.23 437.40 肱a 且a n、a 匹a

非内貿国内流通/生 産台
数(%)

1.01% 2,駆% 6.91% 19.68%27.66%43.33%54.88%63.93%7D.30%64.93% 1La n,a 11.a 焦a

(注1)保 有 台数,購 入台数は,サ ンプル家計調査 に もとつ く数量 ×世帯数 によ り算 出 した もの である。

(注2)飛 鵡集 団の生 産台数は 「天津経済年鑑」各年版 よ り,天 津 の生産 台数 は 「天津四十年』 「天津統計年鑑」,各年

版か ら抽 出 してい るが,1993年 に飛鵡集団の生産台数が天津の全生産 台数 をこえてい るのは,統 計上の不備 による も

の と考 え られ る。 また,国 内移出台数 は国営商業系統 のみの数字 とみ られ る。

(出所)CyclePress(2004),天 津経済 年鑑編輯 委員会(1988)一(1997>,天 津市統計 局編(1991)一(1997),天 津四十

年編輯部 ・天津市統計 局(1989),天 津市統計 局編(2000b),天 津市 自転車工業会編(2005a)(2005b)に より作成
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2003,p.228)。 そ れ に対 し,自 転 車 産 業 は1985年 単 年 で,市 政 府 に2.95億 元 の 蓄 積 を提 供 し

た の で あ る(天 津経 済 年 鑑 編 輯 委 員 会1986,p.156)。

2国 有1集 団体制凋落の始 まり一戦略的誤 りと体制要因

2.11980年 代末～1992年:全 国生産増加のなかでの減産

1988年 をピークに天津の自転車生産台数は下降を始めた。その後 も民営企業の参入と反比

例す るように,90年 代末まで(97年 を除 き)飛 鵤自転車集団の生産の低下は続いた。

しか し,関 係者への聞き取 りによれば,少 な くとも92年 まで,飛 鵠 自転車集団の製品が競

争にさらされて不振になったという認識はない。ただ,生 産能力の600万 台を一時超えるほど

超 フル生産が続いたことが設備更新 を遅 らせ,後 の競争力減退の一因となったことは指摘 さ

れている。とはいえ,国 内供給台数(生 産台数一輸出台数)が,1987-88年 をピークに急激に

縮小 した理由としては,既 存の社会的生産能力 を前提 とすれば,国 内市場の競争環境が厳 し

くなったためと判断せざるをえない。 また,全 国の自転車国内供給が1990年 から92年 にかけ

て,2763.3万 台か ら3125万 台へ と増勢をみせるなかで も,生 産を大 きく減 らしていることは,

他社 との市場競争のなかで後退 したことを示唆 している。

図11984-2004年 中国の 自転車完成車生産 ・輸出状況 と天津の シェア
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(注)輸 出 ソ ェア は不 完 全 な統 計 に もとつ いて お り,整 合性 に問題 が あ る。

(出 所)CyclePress(20e4),(2005>,中 国 自転車 網www,china-bicycle.com,天 津 市統 計 局 編(2000b),

天 津経 済 年 鑑 編輯 委 員 会編(1986)～(1999),天 津市 自転 車工 業 会(2005a)に よ り筆者 作 成 。

こ の 点 に関 して,「 江 蘇 ・漸 江 と広 東 の 民 間 経 済 を主 体 とす る 同業 者 との 競 争 に 直面 し,90

年 代 初 め に天 津 国 有 自転 車 企 業 の 生 産 量 と効 益 は連 年 低 下」 した こ とが指 摘 され て い る(劉

剛2003,p.125)。 また,既 存 の 国 営 流 通 部 門 の 卸 売 りル ー トに よ る 自転 車 卸 売 は1988年 の

277,74万 台 か ら1990年 に は105.53万 台 に減 少 して い るが,こ の 理 由 は,飛 鵠 の 自家 流 通 拡 大

だ け で な く,「飛 鵠 」ブ ラ ン ドの 一 部 型 式 以 外 は 品 質 が 劣 り,市 場 競 争 力 が な いた め と説 明 さ

れ て い るの で あ る(天 津 経 済 年 鑑 編 輯 委 員 会1991,p.465)。
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天津市場 に関 しては,1990年 時点ですでに都市部では自転車保有台数 と家計所得分布 との

関係が逆U字(中 レベル までは所得上昇 とともに自転車保有台数が増えるが,中 レベルか ら高

レベルに移 るにつれ保有台数が減少する)を 描 くようになってお り(国 家統計局編1991a,p.

586),都 市農村をあわせた総保有台数 も90年代以降は80年代のような劇的な増加がみ られな

い(表1)。 このことは,こ の時期 に,消 費者のなかでの 自転車の位置づ けに変化が起こった

ことを示唆するものである。

2.2飛 鵤自転車集団の戦略の誤 り

1992年 までの生産台数減少の主因は,天 津自転車二廠にあった。1980年 代末に天津自転車

廠の飛鵤ブラン ドの 自転車 は依然,人 気が高 く,需 要に供給が追いつかない状況であったた

め,飛 鵡 自転車集団公司は,飛 鵤ブランドの自転車の利益が天津自転車二廠の 「紅旗」プラ

ンドの 自転車よりも1台 につき20元 多いことに着 目し,「紅旗」プランドを廃止 し,天 津自転

車二廠でも飛鵤プラン ドの自転車を生産 させることにした。

しか し,消 費者は二廠の 「飛鵤」をニセ飛鵤 とみなしたため,「紅旗」を 「飛鵡」にして利

益 を増やそうとする目論見が,か えって二廠の衰退 を招いた。その後,再 び 「紅旗」ブラン

ドを復活 させる措置をとった ものの,紅 旗プランドの再登場は,今 度は消費者から 「農民の

作 った偽プラン ド自転車」と誤って認識 され,さ らに1992年 以降,天 津で続々と生 まれた民

営企業 との直接競争にまきこまれる形で,天 津 自転車二廠(90年 に天津自転車廠に編入され,
2》

天津自転車北廠となる)は,95年 までに生産を停止することになった。

なお,天 津自転車二廠の衰退については,「スプルイク」プランド導入の際,天 津 自転車二

廠本体の資金や基幹技術者,重 要な設備 をスプルイクの生産工場に割いたこと,オ ー トバイ

メーカーの生産にも着手 しようとし生産 ラインを導入 したことで,資 金 と人力を分散 させて

しまったことも影響を与えているという。

2.3体 制的要因

上記の ような戦略的誤 りに加え,こ の時期,飛 鵤 自転車集団公司は,市 場経済への移行加

速期 に固有の,そ して国有企業に固有の問題 に直面 していたと考えられる。

表2の 売上げに占め る中間投入比率の上昇からは,ま ず,投 入財の市場化に伴い,そ の価

格が上昇 し,コ ス トを押 し上げていることが指摘できる。 ところが,最 終製品の出荷価格 は,

民生安定の観点か ら大幅な引き上げが許 されなかったというのである。

次に,売 上げに占め る賃金比率が上昇 していることが指摘できる。平均賃金 は,年 金等の

福利厚生部分 をも実際には含んでいると考えられるが,物 価水準の上昇 という事情があるに

せよ,企 業の業績の低下にもかかわらず,1990年 を除いて95年 まで上昇 を続 けている。 また,
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業績の低下にもかかわらず従業員数の減少はきわめて緩やかである。これは,同 社が国営(国

有)企 業として,利 益追求に特化 して効率化することが許されない事情 を抱えることを示 し

表2飛 鵠自転車集団の牛産 ・経営状況

年

完成車生
産台数
(万台)

従業員総
数(人)

売 上 げ
(万元)

中間投入
(万元)

賃金総額
(万元)

粗 利 益
(含間接

税,万 元)

中間投入
/売 上げ(%

)

賃金総額
/売 上げ(%

)

中間投入
+賃 金総
額/売 上
げ(%)

平均賃金
(元/人)

完成車1
台当た り
コス ト

(元)

1985 563.1 29450 95157 62287 3642 29228 65.5 3.8 69.3 1237 117

1986 590.1 31340 114432 73833 5102 35497 64.5 4.5 69.0 1628 134

1987 640.5 32175 148483 95070 6993 46420 64.0 4.7 68.7 2173 159

1988 661.0 33087 162747 121965 8278 32504 74.9 5.1 80.0 2502 197

1989 612.3 33429 153420 127211 9014 17195 82.9 5.9 88.8 2696 222

1990 526.3 32613 116906 102095 8710 6101 87.3 7.5 94.8 2671 211

1991 460.0 32127 127200 109304 10024 7872 85.9 7.9 93.8 3120 259

1992 436.8 29500 152587 129795 11984 10808 85.1 7.9 92.9 4062 325

1993 366.1 29468 175736 155320 11987 8429 88.4 6.8 95.2 4068 457

1994 322.2 29957 119131 n,a 13922 n.a n.a 11.7 n,a 4647 n.a

1995 252.0 29469 104675 90643 13822 210 86.6 13.2 99.8 4690 415

1996 104.0 26606 62454 56116 ユ1525
一5187 89.9 18.5 108.3 4332 650

1997 110.5 n.a n,a n.a n。a n.a n.a n,a n.a n.a n.a

1998 79.7 n.a 39300 n,a n.a 一4760 n、a n,a n.a n.a n.a

1999 63 n.a n.a n,a n.a n.a n.a n.a n,a n.a n.a

、IAiノ,VH■ 」A-、to.ノU山,'NA遇rp』 、PMl叩 且'1;凸 ノ,vい ノ1告 晶"'T一 評 円Oノ 」,鞠 一ドi日=1「L'一'、}TφN「ll圃J1);!、lpmt出

総額)/生 産 台数 によ り便宜的 に産 出。部品 としての外 販や非 自転車関連多種経営 の展 開 もあるので,実 際には表の

値 よ り小 さいと考 え られる。

(注2)飛 鵠集団 は1992年 に初 めて赤字(80万 元)に 転 じた とされて いるが,上 掲 の表 では営業余剰 を算出す ることが

で きな い。 また,1988-94年 については国民経済計算 の方法に したが った投入 ・産出・付加価値 の数値 が得 られるが,

そ こで は営業余剰 が赤 字になるのは93年 か らであ る。

(注3)集 団の完成車生産 台数については,出 所 によって大 き く異 な る。天津自転車工 業会の資料 と天津統計年鑑 を出

所 とす る謝思全(2003)p.115で は,飛 鵡 自転車集 団の生産 台数 を',1992年496.8万 台,93年298,04万 台,94年232.7

万台,95年158.94万 台,96年67.7万 台,97年82。5万 台,98年10.3万 台,99年12.1万 台 としてい る。

(出所)天 津市統計 局編(1991)(1992》(1994),天 津経済年鑑編輯委員会(1986)一(1999),天 津年鑑編輯委員会(2000)
によ り作成。

表3飛 鵡自転車集団構成企業数と欠損企業の状況

年 集団構成企業数(社) :予算内国営企業(社) :欠損企業数(社) 欠損金額(万元)

1985 18 14 n.a n.a

1986 18 14 1 112

1987 18 14 1 113

1988 19 14 1 32

1989 20 14 3 415

1990 21 14 6 2023

1991 21 15 5 1280

1992 21 15 8(12) 1156(1634)

1993 98 16 8(33) 2972(3848)

1994 108 16 11(41) 3579(4870)

1995 125 15 11(69) 4088(6862)

1996 123 15 13(81) 5681(8597)

1997 n.a' n.a n.a、 n.a

1998 101 n.a n.a n.a

1999 n.a n.a n.a n.a

(注)欠 損企業,金 額欄 括弧内の数字 は集団構成企 業全体 の数値。括 弧な しの数字は予算 内国営

企業の数字。

(出所)表2に 同 じ。
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ている。それまでの過去最高の生産台数を達成 した1988年 も,投 入財のコス ト増 と賃金支払

いの増加により増収減益 となってお り,こ の年以降,高 コス ト体質に苦 しむことになる。

ちなみに,1993年 の 自転車の小売価格の平均値は,天津では1台 当た り約316元 であったが,

これに対 し,飛 鵤 自転車集団のほ うは生産 コス トだけですでに457元 となっていた。表2の 総

コス ト(賃 金+中 間投入)は,純 粋に完成車生産に関わるものだけではないので,過 大に算

出されていることは否定できない。 しか し,売 れば赤字になるので生産 ・出荷の意欲がそが

れたとの関係者の証言 もあ り,採 算が悪化 していたことは間違いない。出荷価格について完

全な自主権 を最後 まで飛鵤集団は持ちえなかった というが,仮 に出荷価格が自由に決められ

た としても,次 に述べ る 「値打ち感」で一層劣ることになったであろう。

3市 場構造の変化

既に示唆 したように,1990年 ころからすでに,需 要の多様化 と市場の階層化は始 まってい

たと考えられる。消費水準の向上 とある程度の自転車の普及が,よ り品質やデザインに優れ

た自転車に対する需要を創 り出 したと同時に,「飛鶴 自転車集団」の自転車 よりも,「品質 ・

デザイン ・使い勝手/価 格」の相対評価,す なわち 「値打 ち感」で優れるさまざまな自転車

需要が形成 されていたのである。 とりわけ低価格で 「値打 ち感」に優れる自転車へのニーズ

が,新 規参入者によって顕在化 されたのであった。

この 「値打ち感」こそ,質 的に異なる財を,同 じ競争の土俵にのせ てしまう概念である。

「飛鵤 自転車集団公司」の自転車の 「値打ち感」を損なっている大きな要因の一つが,上 記

の体制要因による高コス トであった。他方,武 清区王慶堆鎮の企業群 をはじめ新規参入メー
3)

カーが,低 価格帯の需要を顕在化 させた。

1990年 代には国有の飛鵡 自転車集団公司の凋落の一方で非国有企業群の参入が相次 ぎ,か
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くして,90年 代前半の天津 自転車二廠に次 ぎ,90年 代半ば以降,「飛鵡」ブラン ドを擁する天

津自転車廠 も窮地に陥ることになる。そして後述するように,90年 代末に飛鵤自転車集団公

司は経営体 としては事実上破綻する。

4天 津自転車産業の再編 と再興

4)
4.1参 入規制の緩和

自転車産業への参入には,生 産許可証の取得が必要であった。正式な生産許可証の発給権

は国家軽工業部にあったが,地 方レベルの第一軽工業局に臨時生産許可証発給の権限が与え

られていた。天津市の軽工業局は国有メーカーである 「飛鵡 自転車集団公司」の主管部門で

あ り,臨 時生産許可証の発給は,傘 下企業の競合相手を自ら作 り出すことになることから,

天津では飛鵤 自転車集団にかかわる形で しか自転車産業に従事できなかった。

しか し,1988年 の飛鵡 自転車集団公司の成立により,89年9月 に主管部門であった第一軽

工業局から独立すると,軽 工業局は飛鵡 自転車集団公司を保護する必要性がなくな り,90年

から臨時生産許可証の発行を始めた(劉 剛2003,pp.128-129)。

ただ し,臨 時生産許可証発行の発行は,そ うした利害関係の変化のみによって実施 された

わけではな く,当 時なお自転車に対する需要が相対的に旺盛で供給が不足 しているという認

識が政府部門にあったのである。一方で既述の ような競争の激化 と特定製品以外の販売不振

があ り,一 方では需要がなお旺盛であったということが並存 している状況は,す なわち市場

に対 して,適 切な 「値打ち感」のある製品の供給が不足 していた(つ まり図2の 市場 ゾーン

の移行に対応する供給が不足 していた)と 把握するほかないだろう。

4.2新 規参入の発生

天津の民営 自転車メーカーの参入は1992年 開業の 「富士達」(同社の経営者はもともと皮革

業出身 といわれ,自 転車産業経験者ではない)を 皮 きりに,と くに90年代後半以降急増 した。

一方
,天 津市政府は90年代前半か ら自転車産業への技術改造投資を減 らし,90年 代前半で同

産業への投資 を止めた。財政収入をもたらさな くなり,逆 に出費のかさむ自転車産業の直接

経営か ら市政府は撤退 を始めたのである。

か くして天津の自転車産業は 「飛鵡 自転車集団」1グ ループによる667万 台生産体制か ら,

完成車メーカ・-477社,部 品メーカー446社,完 成車メーカー1社 平均年間生産台数僅か6万
5)台余

り(2003年)と いう構造に変化 した。

表4は 天津市自転車工業会の会員総会や業務会議資料に使用されたものを中心に抽出して

いるが,メ ーカー数の数字は出所 によって大 きく異なり,数 字の出所である天津自転車工業

会 自体 も捕捉の不完全さを認めている。
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表4天 津 自転車 メーカ ー数 の推 移

年 1996 1998 2001 2002 2003

企業数(社) n.a 625 673 821 923

二完成車メーカー 264 305 378 403 477

:部 品 メ ー カ ー n.a 320 295 418 446

(出所)天 津市 自転 車工業会(2005a)に よ り筆者作成。

参考 までに1998年 の完成車メーカーの競争状況を述ぺると,同 年 までに多 くの参入があ り

当初408社 存在 したものの,年 末まで操業を継続 していたのは305社 であったという(天 津市

自転車工業会2005a,p.23)。 さらに1998年 の完成車メーカーの分業状況をみてみると,「主要

部品を内製 し,そ の他の部品は集団内の部品メーカーが供給する」メーカー3社(飛 鵡集団

有限公司所属の完成車メーカー),「 自社でフレーム,前 フォークを生産,塗 装をや り,そ の

他の部品は市場で購入する」組み立てメーカー33社,「 全ての部品を購入 し組み立てるだけ」

のメーカー271社(計307社 で上記の生存 している305社 との関連は不明)と なってお り(天 津

市 自転車工業会2005a,p.24),圧 倒的大多数の完成車メーカーが,外 注を前提に存立 してい

ることがわかる。

表5天 津 自転車 メ ーカ ーの分布 状 況

地 区 名

完
成
車

部

品

去

ζ
ル

2

;z
l1

ク ム
9

3

芸
真
ポ
1
ク

5
タ
イ
ヤ

6
前

費
ブ

7
ク

;
ク

莫
ダ
ル

9

重

↓

10

多

11
パ チ

1エ

↓
カ

12

τ
i

キ

13
荷
台

14
変
速
機

1516
装 ポベ
飾1ア

ル リ

}

夏
ル

18
ル フ

リ

1

ホ

イ

19
窒
気
入
れ

20
サ
ド
ル

21
塗
装

22
鍵

23
泥
除
け

24

塗
料

25
加
工
設
備

イ
ブ

2627
パ 包

装

28

そ

電

和平区 0 1 1

河東区 5 7 1 1 2 1 1 1

河西区 4 6 2 1 1 2

南開区 1 10 1 1 1 2 1 1 3

紅橋区 3 7 1 2 2 1 1

河北区 6 工4 1 2 3 1 1 1 2 1 2

塘沽区 0 1 1

大港区 4 15 4 6 1 2 1 1

東麗区 57 35 7 15 5 1 2 1 3 1

津南区 13 17 3 4 1 1 1 5 1 1

西青区 33 36 1 4 3 3 4 3 1 1 2 2 2 4 3 1 2

北辰区 55 77 4 14 3 8 7 3 16 1 1 1 1 1 2 7 2 1 1 1 2 1

保税区 2 0

開発区 0 1 1

武清区(除王慶蛇) 70 68 7 18 3 3 1 1 10 5 1 5 3 1 1 1 8

武清区王慶柁 93 71 3 29 3 i 1 3 7 1 3 14 1 1 4

宝抵倶 0 2 1 1

寧河県 0 6 4 1 1

静海県 0 23 1 1 2 4 3 2 1 5 1 1 1 1

葡 県 o 6 2 1 1 2

合 計 346402 25 91 38 18 23 21 28 4 13 11 6 10 30 2 3 7 1 1 4 19 13 2 33 3 2 2 19

(注)出 典 ではその他 に含 まれ るカゴや サ ドル等 を本来の項 目に再区分 して いる。また,完 成車 リス トか ら重複 した記

載 を省 いた。部品 リス トか らは所在地 が天津 にないメーカーを除いた。

(出所)天 津 自転車工業会(2004)に よ り作成。
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表5は,天 津 市 自転 車 工 業 会 編(2004)か ら,天 津 の 自転 車 メ ー カ ー の 製 品 別 立 地 別 分 布

を一 覧 に ま とめ た もの で あ る。

これ も同協 会 が捕 捉 す る メ ー カ ー の 全 て を網 羅 して い るわ け で は な く(2003年 の メ ー カ ー

数923に 対 して748社),す で に生 産 の 実 態 の な い メ ー カ ー も含 ま れ て い るが,あ る程 度 の分 布

状 況 は掴 む こ とが で き る。 元 の リス トで は完 成 車 メ ー カ ー の 一 部 は部 品 メ ー カ ー と して も登

場 す るが,部 品 メ ー カ ー と して も登 場 す る完 成 車 メ ー カ ー が生 産 して い るの は,ほ とん どが

フ レー ム ・フ ォー ク まで で あ る。 筆 者 が 訪 問 した い くつ か の 完 成 車 メ ー カ ー も,塗 装 ・組 み

立 て の ほ か に は,内 製 して もフ レー ム ・フ ォー ク まで が 主 で,そ の 他 は外 注 して い た。

4.3新 規参入企業の担い手の源泉

天津市の自転車産業への民営企業の参入は,制 度的には臨時生産許可証の発給によって可

能になったが,そ れではモノづ くりの担い手(技 能者)は どこにいたのだろうか?

天津では長年にわたって国有の 「飛鵡 自転車集団公司」が 自転車を生産 してきたため,国

有部門の中に技能者が形成 されていた。大量の定年退職者 もいた し,ま た,1990年 代の リス

トラにより数千の労働者が市中に排出された。この ような自転車生産の経験者たちが民営自

転車メーカー群の技能労働者になったり,自 ら起業 した りしたのである。われわれの聞き取

りによれば、ある関係者は現在の天津の主な民営自転車メーカーの経営者 ・幹部の少な くと

も80%は 「飛鵡 自転車集団」の元従業員であったと指摘する。

とりわけ1990年 代の参入には,当 時すでに経営不振で賃金支払いが困難 になっていた天津

自転車二廠か らの人的資源の流出が大きな役割 を果たした。ゆえに,別 のある関係者は,現

在の民営メーカーは 「飛鵤」から生 まれたのではな く,天 津 自転車二廠から生まれたという

べ きだと語っている。

『天津統計年鑑』の数値 を整理 した表2で は;1992年 段階でなお粗利益がプ ラスだが,『天

津経済年鑑』等の記述では,92年 に決算上初めて赤字に転落 したとされている。そこで90年

代 に入って,飛 鵤自転車集団は,内 部改革と多業種展開,外 部資源の利用を打ち出 した。 し

か し,そ の対応は根本的な改善をもたらさなかった。

多業種展開とは主にサービス業の展開(一 部非自転車関連の製造業 を含む)で,市 場経済

化が本格化 した当時,サ ー ビス産業の市場の隙間が多 く存在 しており,自 転車産業に限らず

さまざまな機関 ・企業がサービス業へ参入 していた。これは,本 業の業績低下による余剰人

員の雇用確保の側面 も強かったが,後 に多くは赤字を出 して終わった。

外部資金の利用 も行われた。集団が ドイツのメーカーを買収 し,プ レーキ工場やサ ドル工

場では合弁などの形で外資が導入された。だが,こ れ も集団の自転車の改善に資するものと

はいえなかった。既存傘下工場については,経 営者による請負が行われた り,1工 場を独立
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採算単位 として分割 して,細 分化 された単位に対する請負が行われた りする措置がとられた

(天津経済年鑑編輯委員会1994,p.185,1995,p.141)。

他方,改 革開放の過程で資金を蓄積 し,自 転車産業 にビジネスチャンスを見出 した農村が,

国有 自転車産業の退職技術者を雇用 して参入 し始めるとともに,業 績が悪化 して雇用の維持

が困難 になった天津 自転車二廠を中心に,現 職労働者の流出が始 まり,1990年 代前半に64の

小工場が新たに立ち上がった(完 成車メーカーが多かったという)。うち30社 余 りは,「連営」

などの形式をとりつつ国有企業が積極的に関わる形で設立されたようである(天 津市 自転車

工業会1995b,pp.95-96,天 津経済年鑑編輯委員会1994,p.185)。

ここで確認 しておきたいことは,非 国有 自転車産業発展の主要な技術 ・技能的源泉が,少

なくとも大量参入の初期段階については,計 画経済期から1980年 代の移行初期段階に形成 さ

れた国有企業群にあったということである。事実上の一つの大 きな経営組織 となっていた飛

鵡 自転車集団公司が分解 して,生 産組織が多数の中小企業間分業に再編 された際に,計 画経

済の下で 自転車作 りを習得 した技術者 ・技能者たちが,あ る者は自身が経営主体 となり,ま

たある者は他の企業家に雇用される形で拡散 し,生 産組織は再編されながらも,自 転車生産

の技術 ・技能的基盤が天津に残 り,外 資や域外資本の天津進出の誘引になった。

さらに,再 編後の天津の自転車産業が 「飛鵡 自転車集団」 という一つの企業を大 きな源泉

としており,計 画経済以来,規 格化が進められてきたことがべ一スとなって,域 内企業間分

業が円滑に進展 したということも指摘 される。なお,自 転車生産は国際的に も限 られた種類

の規格 しかないため,地 域間,国 際間の分業 も容易 とみ られ る。加えて,天 津の 自転車産業

の民営経済が分業と集積型生産方式をとったのは,長 期的発展の過程で特殊な産業の基礎 と

雰囲気があ り,民 営企業家や専門技術者が同一の国有企業を出自とし,容 易に協力的競争関

係 を形成 したからであるという分析 もある(劉 剛2003,p。130)。

4.4部 品メーカーの展開

投入財価格,人 件費の上昇は,当 然のことなが ら,国 有完成車メーカーのみな らず,集 団

傘下の部品工場にも大 きな影響を及ぼ した。主要納入先である天津自転車廠やとくに天津自

転車二廠の生産台数の減少が,部 品メーカーへの発注減 に直結 した。問題はそれだけにとど

まらず,飛 鵠 自転車集団が計画生産方式 を採用 していたため,完 成車の販売不振は部品メー

カーへの買掛金不払いの増加 となり,少 な くとも一部の部品メーカーは資金面で窮地 に立た

されていった。

そして,技 術的難度の高い一部の部品を除 くと,多 くの部品メーカーが1990年 代前半で存

続不能 とな り,生 産現場ごとの請負制実施 という形態で分解 し,あ るものは消滅 した。存続

したものも,ほ とんどが事実上,民 営企業 に転換 されていった。
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集団傘下の部品メーカーでは,ベ ル,ス ポーク,ペ ダルなどが1990年 代前半に事実上の破

綻を来 し,日 本の有力メーカーとの合弁 を93年 に行ったサ ドル工場 も,そ の本体は95年 に生

産を停止 した(後 に請負制で再生)。民営完成車メーカーの参入があったに もかかわらず,市

場を拡大することがで きなかったのは,国 有メーカーへの売掛金が回収で きずに資金繰 りが

悪化 したためであるという。

4.5部 品市場の開設

飛鵤 自転車集団公司が天津の 自転車生産 をほぼ一手に担っていた1990年 ころまで,傘 下の

完成車メーカーの集団外か らの部品調達は多 くはなかったという。

民営メーカーが新規に参入 してきた当初,必 要な部品は,国 営流通部門の一つである五金

交電ステーションから調達することがすでに可能であった。1993年 か ら94年 にかけて,同 ス

テーションの自転車部品取扱高は約30億 元から62億元へと急拡大 してお り,こ のルー トを通

じて,す でに市内だけでなく域外メーカーからも調達が行われていた(天 津経済年鑑編輯委

員会1995,p.249)。

しか し,民 営メーカーの相次 ぐ参入で,こ のルー トでの部品供給だけでは不足 し始めたよ

うである。にもかかわらず,天 津の既存の部品メーカーは,飛 鵡自転車集団の完成車生産台

数の減少にともない,フ リーホイール,ハ ブ,ベ アリングボール,チ ェーン工場など一部 を

除 き,生 産量 を減 らしていった。 というのは既述のように売 り掛けが回収できずに資金繰 り

が悪化 しただけでなく,天 津の既存の国有部品メーカーもまた完成車メーカー同様,国 有で

コス トアップに直面 レ,新 規参入メーカーの供給や域外からの移入に押されていたからであ

る。新 たに天津で参入 してきた民営完成車メーカーと前後 して,部 品需要の急拡大 をビジネ

スチャンス と見た民営の部品メーカーも立ち上がった。.

既存の国有流通ルー トに加え,新 たに部品調達 を可能にしたのが,部 品市場の形成であっ

た。現在複数形成されている部品市場の最初の一つは天津自転車二廠へのサプ ライヤーの駐

在場所を起源とする。

1990年 代初頭には,飛 鵡 自転車集団は一部部品の外部調達を行なってお り,天 津 自転車二

廠付近のホテル に,二 廠に部品を納入 していた華東,華 南のメーカーが事務所を構えていた

(営商電動車網)。天津 自転車二廠の業績は90年 代前半に悪化 し,1995年 には生産を停止 して

いたので,こ れらのメーカーが国有メーカーのみに供給 し続けたとは考えにくい。二廠の生

産停止 に伴い,工 場事務所が部品市場として開放され,い ろいろな部品メーカーやタイヤメ

ーカ「 プレーキメーカーなどが徐々に入ってきて
,96年 には全国から500余 りの部品取 り扱

いメーカーや流通業者が,部 品市場に集 まった(営 商電動車網)。市場の形成は自転車メーカ

ーの参入を促進 し,自 転車メーカーの参入が市場の拡大を促進することになった(た だし,
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民営メーカーのなかには,初 期の部品市場の供給が不十分 として,当 初から地理的に離れた

サプライヤーと直接取引きしたもの もあった〉。

5「 飛鵠」の再生

5.11998年 までの対応

1990年 代半ば以降,天 津では多 くの完成車 ・部品メーカーの新規参入があった。他方で飛

鶴 自転車集団公司傘下にある天津 自転車廠は,コ ス ト高 と計画生産のため市場に適応で きず,

後退を重ねた。

天津市の上級部門はまず外資 との間で合弁の商談をもったが,観 念が古 く,人 員や債務の

負担の重さからうまくいかなかったようである。1996年 には従業員 自ら1100万 元を供出 し,

さらに97年 には銀行,財 政などが1200万 元の融資を行なって,流 動資金の不足を補充 したが,

それで も危機 を脱するに至 らなかった(劉 世新2005,pp.157-158)。

1996年 以降,飛 鵡 自転車集団公司は,遊 休不動産の リース,売 却によって資金繰 りの解決

を図 り始めた。97年7月 には,飛 鵡 自転車集団公司は天津市飛鵡集団有限公司に改組 され,

国有資産経営を授権 されたが,こ のことが経営の自由度拡大にどれほどの実質的意味をもっ

たかは不明である(天 津経済年鑑編輯委員会1997,p.245,1998,p。218,1999,p、2ユ0)。

さらに,劉 世新(2005)に よれば,1998年 に再び1500万 元の融資 を得て,完 成車組み立て

工場を天津自転車廠(旧 工場)か ら分離 し,天 津飛鵡 自転車公司を設立 したが,過 去の債務

と人員過剰の重い負担が経営を圧迫 し,あ げた収益 も,旧 工場の応急手当,賃 金支払い,電

気代支払い,債 務返済に吸い取 られ,部 品サプライヤーは部品を供給 しなくな り,取 次商の

注文 もこな くなったという(劉 世新2005,pp.157-158)。

結局1998年 までは,い かなる改革を行なおうとも,雇 用維持 と過去の退職者の扶養のため,

生産規模に見合 った業容に縮小で きなかったのである。適切な経営規模に縮小 しさえすれば,

「飛鵤」ブランドに依拠することが可能である限 り,完 成車メーカーとしては存続 しえた可

能性があるにもかかわ らず,こ のような制度的要因によって,経 営の維持が困難になったの

である。

5.2新 生 「飛鵤」の設立

飛鵡 自転車集団に残 された任務は,在 籍者 と退職者の経済的保証,過 去の債務返済であっ

た。任務遂行のための選択肢は,二 つあり,一 つは保有する不動産の リース,売 却,保 有物

件の開発 を進めることであ り,い ま一つは,傘 下工場のうち,請 負を経て有限責任会社に改

組されたものや,傘 下工場の資産から派生 した関連企業の部分的所有者として配当を得てい

くことであった。



76 第194巻 第1号

このような選択の余地は,集 団全体としても,傘 下の個々の工場にせ よ同 じであった。天

津 自転車廠の場合,後 者の方法 は,「飛鵡」ブランドを生か して 「値打ち感」のある自転車を

製造し,そ こか らあがる利益 を,天 津自転車廠の整理にあててい くことである。そ して,そ

の際,製 造する工場に自主権を与え,決 して随意に干渉をした り,資 金を徴収 した りしない

ことが必須条件であった。

そこで1999年6月 に,天 津 自転車廠37%,天 津市騰達総公司(工 場が立地する西青区の農…

村の投資会社)37%と 天津華澤集団有限公司(市 経済委員会の投資会社)の 出資26%(出 資

計1039万 元)に より,「天津飛鵡 自転車株式有限公司」が設立 された。同社は自転車1台 生産

につ き3元 の商標費を天津 自転車廠 に支払 うことで,「飛鵡」プランドの生産権を取得 した。

そして,従 前のワーカー,負 債ならびに種 々の負担 を天津 自転車廠 に残 し,新 しい株式会

社へ経営資源 と技術開発・管理者ならびに一部設備 を移 した。新会社の従業員は500人 余 りで,

ワーカーについては1999年 の新会社設立時 にあらためて募集 を行なった。その結果,500人

のうち天津 自転車廠か ら移った者は100人 余 り,残 りの400人 は河南,河 北,山 東など外地人

が主であった。このように して,経 営上の最大の問題 といってよかった,高 人件費 と累積債

務 という 「荷物」を下ろすことで,市 場競争への対応 を可能にした。

生産システムとしては,内 製はフレーム,フ ォーク,塗 装だけでその他の部品は品質 と価

格 を考量 して外注するという,分 業を前提 とした企業に生 まれ変わった。さらに,計 画生産

から受注生産へ移行するとともに,多 品種少量生産にも対応す る体制に転換 した。経営の自

由度 とコス ト競争力を増 し,債 務負担を免れた新生 「飛鵤」は,従 前の技術的資源を生か し

て再び生産を拡大 し,天 津の主要完成車メーカーになっている(生 産台数は100万 台以上)。

2002年 には日本の丸石 自転車の技術指導を受けて,丸 石のOEM生 産を開始 した。その一方,

国内では2005年 より第2プ ランドの 「鉄錨」自転車を国内数社にOEMに 出し,自社プランド

の生産拡大 に際 して設備投資の節約 も行なっている。

さらに董事会の決定を受けて,経 営陣のインセンティブを高めることを目的に,経 営陣に

よる持ち株が2005年 に導入され るはこび となっていたが,2004年 末に,「天津飛鵡 自転車株式

有限会社」の株主3社 は,外 部民営資本の入札導入による増資 も決定 した。応札 した3社 か

ら,董 事会は 「天津泰美車業」(河 南民営資本)を 選択 した。増資は,「天津泰美車業」の経

営者Z氏 と 「天津飛鵡 自転車株式有限公司」の現在の経営管理層とが 「自然人の連合」 とい

う身分で808万 元を出資する形で行なわれた。増資部分の過半はZ氏 の出資であった。この結

果,Z氏 が一一ee,「天津飛鵡自転車株式有限公司」の筆頭株主 とな り,経 営管理層 も集団とし
6}

ては持 ち株第2位 となった。

本稿執筆段階(2006年2月)で は,こ の増資に際 して,Z氏 を筆頭株主に迎えた意味は明

らかではない。天津の国有中小企業改革の基本方向は明らかになっているものの,国 有企業
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の私営化やMBOに ついては,な お微妙な問題 を含んでいるのか もしれな。

5.3天 津 自転車廠の行方

現在天津 自転車廠 自体は,自 転車生産を全 く行なっていないにもかかわ らず,登 録上の従

業員が 「下商」(籍 を残 したまま,業 務から外され,自 宅待機 となること)を 含めて3600人 い

る。下商の人事関係 は当工場 に残っているものの,給 与は支払っていない。下闇のなかでも

特に経済的に困窮 している者 には 「特別な方法」で毎月補助金 を出 しているという。中途で

工場を離れた従業員 を含めると7000人 になり,さ らに退職者は4300人 いる。天津 自転車廠の

日常の主な業務は,従 業員 と元従業員の梢案(人 事 ファイル)の 管理である(市 としての社

会保障制度の整備 ・実施のため〉。

天津自転車廠には1990年 代(具 体的な時期不明〉に,元 利合わせて工商銀行に対 して7億

元以上の負債があったという。現在の残高は不明だが,政 府か ら政策が下され債務の一部は
7)

減免されている。負債の解決方法は,既 述のように,飛 鵤のプラン ド使用料 と土地の売却の

収入を充てることである。土地の売却は土地の開発 も含んでお り,自 転車に限らず発展の見

込みのある産業 を対象 とした 「工業園区」の開発を検討 している。

基本的には,債 務の返済が完了 し,退 職者を含む在職経験者計1万1000人 余 りの生活 ・福

利厚生の目処が立てば,天 津 自転車廠は歴史的役割を終えることになろう。天津飛鵤 自転車

株式有限公司の完全民営化は,上 記のような天津自転車廠の役割の終 了を待たなければなら

ない可能性がある。

む す び

天津の自転車産業は,計 画経済の下,国 有の1企 業集団内で内製体系をもつように形成 さ

れた。そして,需 要超過の状況下で1980年 代末 まで国有企業集団は量的拡大を図ってきた。

だが,国 有企業集団傘下の企業群では,計 画経済以来の①生産体制(計 画生産 ・内製化 ・量

産体制)と ②社会制度(雇 用維持 ・年金福利厚生負担)が継続 された。このため,80年 代末か

ら90年代初頭 にかけて生起 していたとみられる需要構造の変化 と(域外 との)競 争の激化 とい

う環境変化への対応力,す なわち多様化 し変化する需要への即応力,コ ス ト競争力を欠いた

とみられる。

飛鵤 自転車集団の第一軽工業局か らの独立 と,「値打ち感」(品 質 ・デザイン・使い勝手/

価格の相対比)を もつ自転車の不足 を背景に,新 規参入規制が解除されると,戦 略的誤 りも

あいまって経営不振に陥った天津自転車二廠からの人的資源の流出 ・拡散が始ま り,彼 らの

起業や退職者を利用 した民営企業の新規参入が発生 して,こ れに触発された農民の参入 も誘

発 した。新たな担い手(民 営企業)が 受注生産を採用 し,分 業を前提 とした柔軟な産業組織
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を形成 したのに対 し,国 有企業集団は従前の生産体制と社会制度のまま,本 格的に市場競争

にまきこまれ90年 代末 までに破綻 した。

ただ し,① 国有企業体制の下で,天 津で一通 りの部品が揃い,自 転車生産が行なえる基盤

が形成されていたこと,② 域外からの部品調達 も容易な開かれた集積が形成 されたことの意

味は大 きい。旧国有企業出身の人的資源が,全 てではないものの中核企業群を担ってお り,

集積の外部経済性が,完 成車メーカー と部品メーカーの創業や域外からの進出を相互促進的

に誘発 し,天 津は国内向けのみならず北東アジアの自転車生産拠点としての地位 を確立 して

いる。

「天津自転車廠」は,1990年 代末 に,「飛鵡」プラン ドに依拠 した新会社を設立 し,利 用可

能な経営 ・技術的資源 を本体か ら移転 した。新会社は①外注を活用 した受注 ・変量生産体制

の採用,② 弾力的雇用 システムの採用と過去の債務・諸負担の棚上 げにより,「飛鵡」自転車

の競争力を回復 した。新会社は,天 津に形成された,開 かれた集積 を最大限利用することと

なった。他方,天 津 自転車廠本体は,ブ ラン ド使用料収入と保有資産の リース,売 却により

過去の清算 を続けているのである。

以上みてきたように,需 要構造の変化に対 し,国 有企業の制度改革 と産業全体の制度改革

との不均衡な展開が,天 津 ・自転車産業の 「ビジネスシステム」の変革を導いたのであり,

飛鵡 自転車をめ ぐる企業の再編 は,ま さにこの変革の結果 といえるのである。

注

*本 稿 の もとにな った調査 は,慶 慮 義 塾大学 東ア ジア研 究所 高橋産 業経 済研 究財 団 な らび に財 団

法 人清 明会 の研究 助成,専 修 大 学社 会知性 開 発研究 セ ンター オープ ン リサ ーチプ ロジェ ク トへ の

参 加機 会 を利 用 して行 な われ た。関係 各位 に深 謝 申 し上 げ る。

1)本 稿 は,2004年8月29日 ～9月3日,11月19日,2005年8月29日 ・-9月1日,11月25日 に天 津

を訪れ て行 な った調査 に もとつ い てお り,駒 形 哲哉(2005)第4章 「『王国』の再興 一天 津 自転 車

産 業の事 例」(pp.159-186)に その後 の収集 資料 と現地 調査 での 知見 をG・まえて改訂 を施 した もの

であ る。 事例 の詳 細 な紹 介 と検討 は稿 を改 め たい。1990年 代以 降の 自転車 産 業の劇 的 な再 編 を扱

った研究 と して,邦 文 で入 手可能 な もの に,謝 思全(2004),渡 辺幸 男(2004)な どが あ る。

2)そ の後,ス プル イ クの工場 が 「二廠 」 の名称 を継承 し,制 度 改革 を経 て存続 した ようで ある。

3)王 慶 地鎮 の 自転車 産業 の発 生 と展 開 につ い ては,駒 形 哲 哉(2005)第4章 を参照 されたい。

4)と くに注釈 のな い記述 は天 津市 自転 車工業 会秘 書処編(2003)pp .128-129に よ る。

5)天 津市 自転車工 業 会が 公表 した2003年 の天 津 の 自転車 生産 台 数2402万 台 は,完 成車 メ ーカー477

社 中,187社 のデ ー タにす ぎず,実 際 の年産 量 は約3000万 台 に及 ぶ と指 摘 され て い る(サ イクルプ

レス編 集 部(2004)No.756.p.34)。 こ こでは3000万 台 を477社 で除 して い る。

6)経 済観 察報2005年6月26日(http://finance.sina .com.cn)に よれば,808万 元 の増 資に よ り,張

氏の 出資比率 が22%,飛 鵠 の経 営管 理層 の 出資比 率が20%,従 前 の 出資者 で ある3社 の出資 比率

が58%と なっ た と してい るが,新 たな資 本金総 額1847万 元 に対 す る新規 出資分808万 元 は約44%と
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な り計 算 が あわ ない。

7)飛 鵡 の プ ラ ン ド料 に関 して,飛 鶴 自転車 集団 は2004年 に,天 津飛鵡 自転 車株 式有 限公 司に対 し,

1台 当た り3元 か ら14元 へ の大幅 ア ップ を要 求 した とい う(経 済 観察 報前掲 記事)。
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